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 第Ⅰ部「序論：研究の概要」は、第 1 章「研究の概要」だけであるが、この章では、この論文






 続く第Ⅱ部「地方自治体改革の分析」は 4 つの章から構成されている。その最初となる第 2 章
は「地方自治体経営の課題と課題解決の方向性」というタイトルで、行政における課題を整理し
た後、行政ガバナンス体制の変遷を論じている。すなわち、19世紀後期に公共管理（OPA: Old Public 
Administration）システムが出現して効率性を発揮したものの、それがやがて硬直化し、その立
て直しのために 1980年代に新公共経営(NPM: New Public Management)というシステムが構想され、
実施されたものの、それも弊害をもたらすようになり、それを克服するために新たに民間企業等




















ものではなく、OPM でも NPM でもイノベーションは存在していた。しかし、それらにおけるイノ

























豊岡市で行った行政改革の事例を検証している。その内、第 6 章「事例研究 新しい戦略展開プ
ロセスの試み」では、豊岡市の環境経済戦略遂行に関わって行ったワークショップ（環境経済戦
略策定ワークショップ）の状況が示され、続く第 7 章「事例研究 協働型プログラム評価の導入」
では、全庁的な協働型プログラム評価の導入としては、日本では初めてのプロジェクトとなった
豊岡市のプログラムの実施状況が詳細に提示されると共に、その効果が分析されている。その後
の第 8章「事例研究 協働型プロジェクトの推進」では、民間人と豊岡市の 3つの協働事業、すな
わち太陽光発電事業、東京でのアンテナショップの開設運営、城崎温泉のインバウンド・ツーリ
ズムの推進、の概要が示されている。 
































 第 1章 研究の概要 
第 1節 研究の目的 
第 2節 研究の意義と特徴 
第 3節 本研究の構成 
第Ⅱ部. 地方自治体改革の分析 
 第 2章 地方自治体経営の課題と課題解決の方向性 
第 1節 行政システムの課題 
第 2節 ガバナンス体制の変革を通じた経営改革の変遷 
1. ガバナンスの概念 
2. 公共管理（OPA: Old Public Administration） 
3. 新公共経営（NPM: New Public Management） 
4. 新公共ガバナンス（NPG: New Public Governance） 
5. メタガバナンスへの挑戦 
第 3節 行政評価を活用した地方自治体の経営改革 
1. 自治体行政評価進化モデル 
2. 既存の行政評価モデルの限界 
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3. 新しい行政評価モデルの可能性 
第 4節 小括 
 第 3章 地方自治体における協働の現実と可能性 
第 1節 協働の概念 





第 3節 協働のイノベーションの可能性 
1. 協働のイノベーションが期待されている背景 
2. 各ガバナンス体制におけるイノベーションの構成要素 
第 4節 協働のイノベーションを実現させるための要件：組織の吸収能力 
1. Prior Knowledge: 知識の多様性 
2. 組織構造 
3. 連結能力 




第 6節 小括 
 第 4章 企業の環境適合と組織変革 
第 1節 企業の静態的環境適合 
第 2節 環境適合の阻害要因としての組織の慣性力 




 第 5章 地方自治体における協働事例 
第 1節 地方自治体における組織変革モデル 
第 2節 島根県隠岐郡海士町の事例 
第 3節 横浜市の事例 
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第 5節 組織変革におけるよそ者の役割 
第Ⅲ部. 豊岡市における協働事例分析 
 第 6章 事例研究 新しい戦略展開プロセスの試み 




第 2節 豊岡市の環境経済戦略 
1. コウノトリ野生復帰の取り組み 
2. 環境経済戦略の課題 





第 4節 小括 
 第 7章 事例研究 協働型プログラム評価の導入 















第 4節 本格導入の取組状況（2014年度） 
1. 重要政策の決定 
2. 具体的活動事例 
第 5節 協働型プログラム評価の普及（2015年度） 





第 6節 NPG型ガバナンス体制へのパラダイム転換 
 第 8章 事例研究 協働型プロジェクトの推進 
第 1節 大型太陽光発電事業 
1. 環境経済戦略推進のためのアクションプランの策定 
2. 大型太陽光発電事業 









第 4節 小括 
 第 9章 協働による行政職員の意識改革のプロセス 
第 1節 先行研究 
1. 官僚制組織 
2. 協働を通じた行政組織の意識変容 
第 2節 研究方法 




第 3節 分析プロセス・結果 
1. 調査対象組織である環境経済部の背景 
2. 概念生成、概念カテゴリー化と結果のモデル化 
第 4節 結論と考察 
第Ⅳ部. 結論および今後の課題 
 第 10章 結論と今後の課題 
第 1節 結論 
第 2節 インプリケーション 
1. 学術的インプリケーション 
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2. 実務的インプリケーション 
第 3節 本研究の限界と今後の課題  










































なされ、実行されてきた。それは、大雑把に言えば、OPA（Old Public Management）から NPM（New 






そうした NPM の欠陥を修正しようとして考案されたのが NPG であった。この NPG は、行政組織が
公共を統治することを基本とした OPA や NPM とは異なって、公共と多様なアクターとが協働して
協治するというパラダイムの転換を行ったものであり、多様なアクターの協働によって地域全体
のアウトカムを実現することを目指している。 





























る NGP、つまり参加型の協働事例は極めて少ない。これに対して、本論文の第 3 部「豊岡市にお
ける協働事例」で 3 章にわたって提示されている諸事例は参加型の協働を取り扱った事例である
とともに、すこぶる詳細にわたって内容が示されており、読者に多くの知見を与えてくれている。
著者は、最終章のこの論文についての「実務的インプリケーション」で、この豊岡市の事例が「事
務事業評価が見直しを迫られている多くの地方自治体にとって有益な実践事例となると考えられ
る」ことをあげているが、それは事実であろう。 
 以上、本論文の特徴点を挙げたが、これらは取りも直さず、本論文の価値と貢献を示している。
本論文では、行政改革についての議論の考察や組織論及び周辺諸科学の研究のサーベイにおいて、
著者独自の解釈が強く出ているところがあることは否めないし、イノベーションを巡る理論の取
り上げ方についても議論はあり得る。特に後者については、予備審査の段階で問題提起が出され、
公聴会においても別の側面からの意見が出された。それらについては、著者は真摯に対応し修正
しているものの、今後の課題として残されているものもある。とは言え、そうした課題はあるも
のの、上に掲げた特徴点をもつ本論文は、全体としては、博士論文として十分に評価出来るもの
であると、主査及び副査ともに判定した。  
